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1．研究の背景と目的
　近年、若者における就職のミスマッチ、特に「規模のミスマッチ」といわれる学生の大企業
志向に由来するミスマッチが深刻化している。加えて、就職地として都市部への志向が強まり、
地方に立地する中堅・中小企業における人材確保は経営上の大きな課題となっている。
　学生の大企業志向が依然として根強い中ではあるものの、大企業だけでなく中堅・中小企業も、
また都心だけでなく地方も就職の選択肢とし、自分に適した働き方を見つけることが、その後
の豊かな社会人生活を決定付けるといっても過言ではない。一方で、勤務地が限定される中小
企業への志向も一部の学生では高まっている。これは、いわゆる「内向き志向」によるものであ
るが、中小企業においても、グローバルへと展開していく中で、勤務地限定志向の人材ではなく、
ときには海外勤務も厭わない、グローバルな事業展開を担う人材を求める声が強まっている。
　こうした背景の下、本研究は大学生に焦点を当て、その職業選択における地域・規模志向性
と、学生の属性やコンピテンシーとの関連や教育プログラムによる変化を明らかにすることに
よって、学生と企業とのミスマッチの最小化に資することをめざす。
　学生の進路選択研究においては、伝統的には自己理解と仕事理解を因子とする理論
（Parsons,1909）があり、「職業選択における意思決定モデル」として研究が蓄積されている。
例えば、Gelatt（1962）では、将来にわたる職業選択という不確実な状況を肯定的に受け入れ
るためには、客観と主観の統合が重要であるとしている。さらに、Taylar & Betz（1983）は、
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「CDMSE（Career Decision-Making Self-Efficacy）理論」を提唱し、進路選択に関わる自己効
力が選択行動に大きく影響することを示した。これを基礎に、計画立案、自己評価、挑戦志向
など職業選択を説明する因子が多様な研究で示されている（安達，2001：富永，2008 など）。他
方では、親の影響の大きさを示唆する研究もある（鹿内，2007 など）。
　一方、特定の職業選択については、St. Gallen 大学の The Institute for Small Business 
and Entrepreneurship と Center for Family Business が主催して国際的に実施されている
GUESSS（Global University Entrepreneurial Spirit Students’ Survey）は、起業家という職
業選択の因子として、大学の教育、個人の動機づけ、家族の状況、社会・文化環境などを挙げ
ている。しかし、地域志向性や規模志向性に焦点を当てた研究はあまり蓄積されていない。
　本研究の具体的な目的は大きく分けて次の 2 つである。ひとつは、学生の職業選択における
地域・規模志向はどのような因子によって形成されるかを明らかにすることである。例えば、
職業観でいえば、「早く昇進して経営幹部になりたい」といった「早期出世志向」、「幅広い職
務を経験したい」といった「スキル拡大志向」、「早く仕事を任されたい」という「権限志向」、
あるいは「個人の生活と仕事を両立させたい」といった「ワークライフバランス志向」が、職
業選択における地域・規模志向にどのような影響を与えているかを明らかにする。加えて、生
活環境でいえば、「家族、親戚に経営者がいる」「家族、親戚が中堅・中小企業に勤めている」
「地元に先祖代々住んでいる」「頻繁に引っ越しする」といったことが職業選択の際の規模志向
や地域志向にどのように結びつくのか検討する。
　第二に、大学での教育・学習と職業選択における地域・規模志向との関係である。特に主体
的・能動的な学びとしてのアクティブ・ラーニングが、中堅・中小企業および地域への理解を
深め、地域・規模志向に影響を与えるのかを観察する。このとき、大学時代における体系的な
カリキュラムの中での総合的な学びが総体的に影響を与える場合と、特定の教育プログラムが
それに影響を与える場合もあるため、その両方を考慮しなければならないだろう。本研究では
特に前者の「特定の教育プログラムが与える影響」を探索する。本稿では、このうち、地方と
中堅企業を知るためのアクティブ・ラーニングプログラムに参加した学生を対象とし、当該プ
ログラムを通じて中堅・中小企業への意識がどのように変化したかを考察する。
2．職業選択における地域・規模志向性の現状
　まず、本研究にかかる問題意識の前提として、いくつかのデータによって大学生の職業選択
における地域・規模志向性の現状をみていこう。
　第一に、職業選択における地域志向性についてである。第一生命経済研究所（2012）では、
地域を大都市圏と地方に区分し、大学時代の居住地と出身地、および就職希望地との関係性を
調査している。この研究成果を独自に再編・再集計した結果を示す（図表 1）。
　これによると、出身が地方で、大学時代の居住地が大都市圏であった場合、就職希望地とし
て大都市圏を希望するのは 77.4％と多い一方、地方は 22.6％に過ぎない。他方で、地方出身者
が大学時代を地方で過ごした場合には、逆に地方での就職希望が 78.9％と多く、大都市圏への
就職希望は 21.1％と少なくなる。この結果は、大学時代の居住地が大都市圏の場合は、大学時
代の居住地が就職希望地に結び付く可能性が高いことを示唆している。注目すべきは、大都市
圏出身者で、大学時代も大都市圏に居住する場合には、地方を就職希望地とする学生はわずか
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0.8％に過ぎないことである。地方の居住地経験がなければ、地方の企業を選択肢として考慮
することが難しい状況を示している。
　第二に、職業選択における規模志向性についてである。リクルートワークス研究所（2016）
によれば、2017 年 3 月卒業予定の大学生 ･ 大学院生対象の大卒求人倍率は 1.74 倍であったが、
これを従業員規模別にみると、従業員 5,000 人以上の大企業を希望する学生は、8.3 万人と前
年より 1.4 万人増加した一方、従業員 300 人未満の企業を希望する学生は、9.9 万人と前年よ
り 1.4 万人減少となっている。この結果、従業員 5,000 人以上における求人倍率は 0.59 と「買
い手市場」の様相が強まっている一方、従業員 300 人未満の企業の求人倍率は 4.16 と「売り
手市場」が継続している。また、従業員 1,000 〜 4,999 人、300 〜 999 人といった中堅企業に
おいても求人倍率 1.12 〜 1.17 と、就職希望者数よりも求人数のほうが多くなっている。就職
環境全体の改善もあり、大企業志向は再び強くなりつつある（図表 2）。
3．検討の枠組み
　本研究においては、学生の地域・規模志向の形成の要因として、①職業観、②地域企業、中
堅・中小企業に対する各種のイメージ、③今までの生活環境（引っ越しの頻度、家族内の中堅・
中小企業関係者の有無、中堅・中小企業でのアルバイトの有無など）および、④特定の教育プ
ログラム受講の有無の 4 つを取り上げる。検討の枠組みとしては、③今までの生活環境と④特
図表 1　大都市圏に大学時代に居住している大学生の出身地と希望就職地
大学時代居住地（％） 出身地（％）
就職希望地（％）
大都市圏 地方
大都市圏 100.0
74.9 大都市圏から 100.0 99.2 0.8
25.1 地方から 100.0 77.4 22.6
地方 100.0
4.4 大都市圏から 100.0 81.8 18.2
95.6 地方から 100.0 21.1 78.9
注：
① 全国の大学 3 年生 987 名を対象。インターネット調査により実施。
 実施時期：2012 年 11 月 22 日〜 28 日
② 「大都市圏」は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の「首都圏」並びに京都府、大阪府、兵庫県の「近畿圏」
を合計した数値、「地方」はそれ以外の道県を合計した数値を示す。
③「現在の居住地」や「希望勤務地」の回答は、隣接した都道府県を同じ地域エリアとして回答した場合を含む。
④サンプル数は、無効票を除いた数である。
（資料）第一生命経済研究所「大学 3 年生の就職に対する取組や意識に関する調査」を再編・再集計
図表 2　新規大学卒業者・卒業予定者の従業員規模詳細別求人倍率の推移
300 人未満 300 〜 999 人 1000 〜 4999 人 5000 人以上
卒業年月
求人数
（人）
民間企業
就職希望
者数（人）
求人倍率
求人数
（人）
民間企業
就職希望
者数（人）
求人倍率
求人数
（人）
民間企業
就職希望
者数（人）
求人倍率
求人数
（人）
民間企業
就職希望
者数（人）
求人倍率
’15.3 379,200 83,900 4.52 142,000 119,200 1.19 115,500 137,100 0.84 45,800 83,000 0.55
’16.3 402,200 112,100 3.59 145,100 118,100 1.23 123,300 116,700 1.06 48,700 69,800 0.70
’17.3 409,500 98,500 4.16 147,200 125,300 1.17 128,200 114,700 1.12 49,400 83,400 0.59
（資料）リクルートワークス研究所「大卒求人倍率調査」2016 年 4 月 21 日更新版
（http://www.works-i.com/surveys/graduate.html）2016 年 7 月 27 日閲覧より作成
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定の教育プログラムの受講が、①職業観や②地域企業、中堅・中小企業に対する各種のイメー
ジに影響を与え、それが最終的な被説明変数としての学生の地域・規模志向も影響を与えると
いうモデルを考える。このうち本稿では、④特定の教育プログラムの受講が②地域企業、中堅・
中小企業に対する各種のイメージにどのような影響を与えるかを検討する（図表 3）。
図表 3　検討の枠組み
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4．学生の地域・規模志向の類型化
　分析に先立ち、学生の地域及び規模の志向を分類する。まず、地域については、前述の第一
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図表 4　本研究における学生の地域・規模志向の分類
地域志向（A）
　A －①大都市圏志向
　A －②地方志向
　A －③地域無差別志向（地域は問わない）
　A －④その他（海外を志向するなど）
規模志向（S）
　S －①大企業志向
　S －② -1 積極的中堅・中小企業志向
　S －② -2 消極的中堅・中小企業志向
　 （大企業は難しいので中堅・中小企業でよい）
　S －③規模無差別志向（企業規模は問わない）
　S －④その他（家業、起業、公務員など）
2  「大都市圏」は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の「首都圏」並びに京都府、大阪府、兵庫県の「近畿圏」、「地
方」はそれ以外の道県を示すものとする。
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5．対象とする教育プログラムの内容
　本稿は、多摩大学経営情報学部が、連携協定校である帝塚山大学経営学部と共同開発し、
2016 年 6 月に共同実施した、地方と中堅企業を知るためのアクティブ・ラーニングプログラ
ム「アクティブ・ラーニング実践（地域中堅企業研究）in 島根・広島」を対象とする。本プ
ログラムの目的は、学生が、地域中堅企業から地方創生のあり方、国内産業のあり方および自
分自身のキャリア形成のあり方について検討を行い、自分なりの考え方を身につけることであ
る。具体的には、中国地方（島根県及び広島県）の中堅企業および観光地を訪問し、ヒアリン
グを行うことで、地域中堅企業から地方創生のあり方、国内産業のあり方および自分自身のキャ
リア形成のあり方について検討を行う。具体的には、有力企業への訪問とヒアリング、地域観
光資源の発掘、地域人材との交流などを中心としたフィールドワークを実施した。事前学習は
2016 年 6 月 8 日水曜日、現地調査（フィールドワーク）は 2016 年 6 月 12 日日曜日から 6 月
14 日火曜日にかけて行われた。現地調査の参加者は、多摩大学経営情報学部の学生 21 名、教
員 3 名、職員 1 名の合計 25 名、帝塚山大学経営学部の学生 5 名、教員 1 名の合計 6 名、総計
で 31 名である。現地調査（フィールドワーク）の主なスケジュールは以下のとおりである。
・1 日目（2016 年 6 月 12 日）
　フィールドワーク（松江市観光地視察）
　特別講義①　観光関係者（松江市内ホテル経営者、松江市観光振興公社専務理事）
・2 日目（2016 年 6 月 13 日）
　フィールドワーク（出雲大社周辺視察）
　特別講義②　神門通りおもてなし協同組合理事長（島根県出雲市）
　企業訪問①　株式会社農援隊（島根県出雲市）
　企業訪問②　アルファー食品株式会社（島根県出雲市）
　企業訪問③　清和鉄工株式会社（島根県出雲市）
　特別講義③　隠岐郡海士町移住者
・3 日目（2016 年 6 月 14 日）
　企業訪問④　安芸高田アグリフーズ株式会社（広島県安芸高田市）
　企業訪問⑤　広島駅弁当株式会社（広島県広島市）
　企業訪問⑥　オタフクソース株式会社（広島県広島市）
6．研究方法
　本研究のうち、本稿の焦点となっている上記教育プログラムの受講が地域企業、中堅・中小
企業に対する各種のイメージにどのような影響を与えるかをみるうえで、中堅・中小企業に対
するイメージを 16 の質問項目として整理する（図表 5 参照）3。これらの質問項目は、イメー
ジの差を把握する尺度として活用し、得られた結果を統計的に処理、有意差を抽出する。具体
的には、上記教育プログラムに参加した学生に対し、A 参加前（事前学習日）、B 参加後（フィー
3 アンケート項目の設定は、奥山の原案に基づき、多摩大学経営情報学部酒井麻衣子准教授により整理されたもの
を使用した。なお、当初の項目は 18 項目あったが、企業そのもののイメージとはいえない「採用に関する情報量
が豊富」、およびプラスかマイナスか判断できない「年功序列でない」という 2 つの質問項目は分析から除外した。
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ルドワーク最終日）に同一のアンケートにより、「地域の中堅・中小企業」のイメージを回答させ、
その回答に有意差があるか検証する。設問に対する回答選択肢はそれぞれ 4段階、各項目につ
き「プラスイメージがとてもあてはまる」＝ 4、「プラスイメージがややあてはまる」＝ 3、「マ
イナスイメージがややあてはまる」＝ 2、「マイナスイメージがとてもあてはまる」＝ 1とし、
平均の差を、「B参加後－A参加前」で算出した。A参加前、B参加後ともデータが採取でき
たサンプル数は 14（参加学生 26 名中）、いずれも多摩大学生のサンプルであった。なお、平
均の差の統計的有意性はT検定で評価した。
7．観察結果
　教育プログラム実施前の「地域の中堅・中小企業」のイメージについては、「⑦経営者と直
接話ができる」3.929、「⑥部門を越えた力がつく」3.214、「⑧仕事を通じた知識・スキルの習得、
人間的成長ができる」3.214 などがプラスイメージの強い項目である。他方、「②売上や利益が
安定している」2.286、「⑭給与・福利厚生・休日・休暇など待遇が良い」2.429 はマイナスイメー
ジがある。「④社会貢献度が高く、世の中へのインパクトが大きい」2.500、「⑬オフィス環境
が良い」2.500 はプラスイメージとマイナスイメージとが拮抗している（図表 5）。
　次に、参加前後の平均値の差と検定結果についてみていく（図表 6）。これによると、「④社
会貢献度が高く、世の中へのインパクトが大きい」という回答は、プラス 0.4286（プログラム
後に約0.43ポイントのプラスイメージの上昇）となり、5％水準での有意差が認められた。また、
「①企業ビジョンや理念がしっかりしている」についてもプラス 0.3846（プログラム後に約 0.38
ポイントのプラスイメージの上昇）となり、10％水準での有意差がみられた。しかし、プログ
ラム前の平均値でプラスイメージの値が最も大きかった「経営者と直接話ができる」は、マイ
ナス 0.5714（プログラム後に約 0.57 ポイントのプラスイメージの下降）となり、10％水準で
の有意差がみられた。他の項目については、平均値の差がある程度認められるものの、その有
意性は認められなかった。
　こうしたことから、「アクティブ・ラーニング実践（地域中堅企業研究）in 島根・広島」に
おいては、地域中堅・中小企業の存在意義、社会的役割について理解が進むとともに、地域中
堅企業の理念やビジョンの明確さは一定程度理解が進んだと解釈できる。他方、「経営者と直
接話ができる」というプラスイメージは後退した。これは、今回の教育プログラムでお会いし
いた経営者の方々には「威厳」があったことが影響しているかもしれない。
8．残された課題
　地域中堅・中小企業にとっても、就職活動期間において企業と大学生との相互理解を深める
ことは、就職における満足度を高め、結果としてミスマッチを最小化していくことにつながる。
ミスマッチを最小化するためには、コミュニケーションの中で相互理解を図り、学生の情報と
企業との「情報の非対称性」を最小化していく必要がある。特に、ミスマッチが生じている地
域中堅・中小企業に対する理解促進は、学生の豊かな社会人生活という面でも重要な課題である。
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図表 5　観察結果－記述統計量
　 平均値 度数 標準偏差
平均値の
標準誤差
①企業ビジョンや理念がしっかりしている
プログラム前 3.000 13 0.7071 0.1961
プログラム後 3.385 13 0.6504 0.1804
②売上や利益が安定している
プログラム前 2.286 14 0.6112 0.1634
プログラム後 2.500 14 0.6504 0.1738
③事業の独自性が高い
プログラム前 2.929 14 0.8287 0.2215
プログラム後 3.286 14 0.7263 0.1941
④社会貢献度が高く、世の中へのインパクトが
大きい
プログラム前 2.500 14 0.7596 0.2030
プログラム後 2.929 14 0.7300 0.1951
⑤若い時から責任ある仕事を任せてもらえる
プログラム前 3.000 14 1.0377 0.2774
プログラム後 2.929 14 0.7300 0.1951
⑥部門を越えた力がつく
プログラム前 3.214 14 0.6993 0.1869
プログラム後 2.786 14 0.8018 0.2143
⑦経営者と直接話ができる
プログラム前 3.929 14 0.9972 0.2665
プログラム後 3.357 14 0.4972 0.1329
⑧仕事を通じた知識・スキルの習得、人間的成
長ができる
プログラム前 3.214 14 0.9750 0.2606
プログラム後 3.000 14 0.6794 0.1816
⑨優秀な社員が多い
プログラム前 2.786 14 1.1217 0.2998
プログラム後 2.714 14 0.4688 0.1253
⑩幅広い人脈形成ができる
プログラム前 2.643 14 0.6333 0.1693
プログラム後 2.929 14 0.4746 0.1269
⑪独立に役立つ経験が積める
プログラム前 3.071 14 0.6157 0.1646
プログラム後 2.929 14 0.6157 0.1646
⑫職場の雰囲気が良い
プログラム前 3.071 14 0.9169 0.2450
プログラム後 3.214 14 0.8926 0.2386
⑬オフィス環境が良い
プログラム前 2.500 14 0.8549 0.2285
プログラム後 2.786 14 1.0509 0.2809
⑭給与・福利厚生・休日・休暇など待遇が良い
プログラム前 2.429 14 0.9376 0.2506
プログラム後 2.714 14 0.7263 0.1941
⑮ワークライフバランス（仕事と生活の調和）
がとりやすい
プログラム前 2.786 14 0.9750 0.2606
プログラム後 3.000 14 0.5547 0.1482
⑯教育制度が充実している
プログラム前 2.857 14 0.6630 0.1772
プログラム後 3.071 14 0.6157 0.1646
注：①平均値は設問に対する回答選択肢はそれぞれ 4 段階、各項目につき「プラスイメージがとてもあてはまる」＝ 4、「プ
ラスイメージがややあてはまる」＝ 3、「マイナスイメージがややあてはまる」＝ 2、「マイナスイメージがとてもあてはまる」
＝ 1 とし、平均を算出したものである。
②実施日は、プログラム前が 2016 年 6 月 8 日、プログラム後が 2016 年 6 月 14 日。当日配布、それぞれ 20 分程度の時間を
取りその場で記入し、即時に回収する方法で実施した。
　本研究は、今後、対象として枠組みに基づき学生の地域・規模志向がどのように形成される
かを明らかにしながら、そこに良い影響を及ぼす教育プログラムを開発・改善するための有益
な資料を提供していきたいと考えている。このためには、サンプル数を増やし、統計的に有意
性のある結果を検証しつつ、各教育プログラムにおいて同様の調査を実施して比較検討を行う
ことが必要である。例えば、学生が多摩地域の中小企業に訪問して経営者や若手社員にインタ
ビューを行い学生目線での会社案内を作成する「志プロジェクト」など他のアクティブ・ラー
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プログラム前 3.000 14 1.0377 0.2774
プログラム後 2.929 14 0.7300 0.1951
⑥部門を越えた力がつく
プログラム前 3.214 14 0.6993 0.1869
プログラム後 2.786 14 0.8018 0.2143
⑦経営者と直接話ができる
プログラム前 3.929 14 0.9972 0.2665
プログラム後 3.357 14 0.4972 0.1329
⑧仕事を通じた知識・スキルの習得、人間的成
長ができる
プログラム前 3.214 14 0.9750 0.2606
プログラム後 3.000 14 0.6794 0.1816
⑨優秀な社員が多い
プログラム前 2.786 14 1.1217 0.2998
プログラム後 2.714 14 0.4688 0.1253
⑩幅広い人脈形成ができる
プログラム前 2.643 14 0.6333 0.1693
プログラム後 2.929 14 0.4746 0.1269
⑪独立に役立つ経験が積める
プログラム前 3.071 14 0.6157 0.1646
プログラム後 2.929 14 0.6157 0.1646
⑫職場の雰囲気が良い
プログラム前 3.071 14 0.9169 0.2450
プログラム後 3.214 14 0.8926 0.2386
⑬オフィス環境が良い
プログラム前 2.500 14 0.8549 0.2285
プログラム後 2.786 14 1.0509 0.2809
⑭給与・福利厚生・休日・休暇など待遇が良い
プログラム前 2.429 14 0.9376 0.2506
プログラム後 2.714 14 0.7263 0.1941
⑮ワークライフバランス（仕事と生活の調和）
がとりやすい
プログラム前 2.786 14 0.9750 0.2606
プログラム後 3.000 14 0.5547 0.1482
⑯教育制度が充実している
プログラム前 2.857 14 0.6630 0.1772
プログラム後 3.071 14 0.6157 0.1646
注：①平均値は設問に対する回答選択肢はそれぞれ 4 段階、各項目につき「プラスイメージがとてもあてはまる」＝ 4、「プ
ラスイメージがややあてはまる」＝ 3、「マイナスイメージがややあてはまる」＝ 2、「マイナスイメージがとてもあてはまる」
＝ 1 とし、平均を算出したものである。
②実施日は、プログラム前が 2016 年 6 月 8 日、プログラム後が 2016 年 6 月 14 日。当日配布、それぞれ 20 分程度の時間を
取りその場で記入し、即時に回収する方法で実施した。
　本研究は、今後、対象として枠組みに基づき学生の地域・規模志向がどのように形成される
かを明らかにしながら、そこに良い影響を及ぼす教育プログラムを開発・改善するための有益
な資料を提供していきたいと考えている。このためには、サンプル数を増やし、統計的に有意
性のある結果を検証しつつ、各教育プログラムにおいて同様の調査を実施して比較検討を行う
ことが必要である。例えば、学生が多摩地域の中小企業に訪問して経営者や若手社員にインタ
ビューを行い学生目線での会社案内を作成する「志プロジェクト」など他のアクティブ・ラー
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ニングプログラムとの比較検討も今後の課題として認識している。
図表 6　観察結果－対応サンプルの差および有意検定
　　　
対応サンプルの差
t
有意確率 
（両側）平均値 標準偏差
① 企業ビジョンや理念がしっかりしている 0.3846 0.7679 1.806 *0.096
② 売上や利益が安定している 0.2143 0.5789 1.385 0.189
③ 事業の独自性が高い 0.3571 1.0082 1.325 0.208
④ 社会貢献度が高く、世の中へのインパクトが大きい 0.4286 0.6462 2.482 **0.028
⑤ 若い時から責任ある仕事を任せてもらえる -0.0714 0.8287 -0.322 0.752
⑥ 部門を越えた力がつく -0.4286 0.9376 -1.710 0.111
⑦ 経営者と直接話ができる -0.5714 1.1579 -1.847 *0.088
⑧ 仕事を通じた知識・スキルの習得、人間的成長ができる -0.2143 1.3114 -0.611 0.551
⑨ 優秀な社員が多い -0.0714 1.2688 -0.211 0.836
⑩ 幅広い人脈形成ができる 0.2857 0.6112 1.749 0.104
⑪ 独立に役立つ経験が積める -0.1429 0.9493 -0.563 0.583
⑫ 職場の雰囲気が良い 0.1429 0.6630 0.806 0.435
⑬ オフィス環境が良い 0.2857 0.7263 1.472 0.165
⑭ 給与・福利厚生・休日・休暇など待遇が良い 0.2857 0.9139 1.170 0.263
⑮ ワークライフバランス（仕事と生活の調和）がとりやすい 0.2143 0.8018 1.000 0.336
⑯ 教育制度が充実している 0.2143 0.8926 0.898 0.385
　　　注：有意水準：* ＜ 0.1　** ＜ 0.05。ｔ検定による。
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